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第４次産業革命期における街づくり戦略
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東博暢 / Hironobu Azuma
株式会社日本総合研究所 プリンシパル
- リサーチ・コンサルティング部門 主席研究員/融合戦略グループ長

- 創発戦略センター Connected Lab Lab長

Incubation & Innovation Initiative/「未来」 統括Director https://mirai.ventures/

■社外団体・組織の委員等 兼務活動
 一般社団法人日本スタートアップ支援協会 顧問
 一般社団法人日本スマートフォンセキュリティ協会(JSSEC) 理事
 崇城大学 客員教授
 九州大学起業部 メンター / 一般社団法人QU Ventures 理事
 福岡地域戦略推進協議会(FDC) スマートシティ部会 副部会長
 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 技術委員
 J-Startup 推薦委員
 総務省「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会 健康・医療データワーキンググループ」 構成員
 経済産業省「産業サイバーセキュリティ研究会：WG3（ビジネス化）」構成員
 内閣府「公共調達の活用等による中小・ベンチャー企業育成・強化に関する技術審査委員会」委員
 内閣府「内閣府オープンイノベーションチャレンジ2017」アドバイザー
 総務省「電波有効利用成長戦略懇談会 成長戦略WG」 構成員
 総務省「ICT街づくり推進会議 スマートシティ検討ワーキンググループ」構成委員
 総務省「情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 次世代人工知能社会実装WG」構成員
 総務省「ICTサービス安心・安全研究会 改正個人情報保護法等を踏まえたプライバシー保護検討タスクフォース」構成員
 NEDO(経済産業省・総務省オブザーバー)「データポータビリティに関する調査・検討会」構成員
 大阪市「イノベーション促進評議会」評議員
 大阪商工会議所「第４次産業革命推進委員会」委員
 奈良県橿原市「大和八木駅周辺地区まちづくり検討委員会」委員
 産業競争力懇談会（COCN）「人工知能間の交渉・協調・連携による社会の超スマート化」プロジェクトメンバー
 一般社団法人 日本経済団体連合会「Society5.0実現部会 大都市WG」メンバー

1



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.2

Cyber-Physical System: CPS
Digital Transformation :DX

“X” as a Service : XaaS
X-Tech

“The City” as a Service Platform for “Citizen”

AgriTech

AdTech FinTechEdTech

FashTechFoodTech

HealthTech
HRTech

LegalTech 

MarTech

MedTech

RetailTech
GovTechCivicTech
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1. 第４次産業革命期における街づくりの課題

2. 海外のトレンド ～事例から見える未来の街づくりの方向性

3. 我が国が取り組む方向性について

Agenda
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◆ 今後の街づくりの前提となる我が国の２大Pain

国土基盤ストックの維持管理・更新費動向

我が国の人口の推移

（出典）2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）

（出典）国土審議会：第3回長期展望委員会
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回線速度の推移

人口増加
環境下での

街づくり

人口減少
超高齢化

環境下での
街づくり

国土基盤ストックの
更新に伴う

都市の（再）開発の増加

• 急速に進む少子高齢化
→街の高齢化に対する対応

• 人口の低密度化と地域偏在化が顕著に
→地域特性に合った街づくり対応

• 流出流入人口の対応も視野に入れる
必要あり。特に、インバウンド観光対応。
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訪日外国人旅行者数の推移と政府目標
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• 国土基盤ストックの老朽化/国土強靭化
→国土基盤更新に伴う、基盤の高度化

• 都市の再開発の増加
→国土基盤と連携した街の高度化

ICT利活用

（出典）観光庁統計より日本総合研究所作成

急速な情報通信
関連技術の進展
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（出典）国土交通省「国土のグランドデザイン２０５０」(2014.07国土交通省策定)
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実空間とサイバー空間双方をマネジメントする困難さ

（出典）筆者作成

 実空間とサイバー空間での変化に対応する「時間軸」やマネジメントする範
囲つまり「空間軸」が異なり、いわゆるエリアマネジメントが困難になる。

 加えて、今後「地域における人口偏在」や「電波接続端末」の「多様化」に
よる地域の周波数利用も複雑に。

 街全体のマネジメントにおいても、不動産的な価値から「空間的な価値」へ
→市民の価値基準の変化

空
間
的
な
価
値

第４次産業革命による急速な産業構造の変化

 インターネット革命により端を発した第４次産業革命による急速な産
業構造の変化

→ あらゆる分野で“Game Change/Power Shift”が起こる。
 様々なサービスモデル（XaaS, Sharing Economy...）による市民のライ

フスタイルの変化
→ 世代間格差の拡大、市民のリテラシー向上が重要

◆ 第４次産業革命期における街づくりの課題

 あらゆる分野で産業構造が変化し、Game Change/Power Shiftが起こっており、街づくりの分野においても既存の
不動産事業者や建設事業者のみならずICT事業者、インターネットサービス事業者等が新規参入している。

 さらに、街づくりのデジタル化が進むことにより、街づくりのマネジメントも実空間とサイバー空間の双方のマネ
ジメントを行い、市民の街に住む市民のQoLを上げる必要がある。
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Global Trend となる 「街づくり」のパラダイムシフト
→ 各国であらゆる取り組みが街づくりに収斂し、イノベーションエコシステムが構築されつつある。
 街づくり自体にイノベーションが起こり、あらゆる政策イシュー・ビジネスチャンスを含んでいる。
 未来社会は “Citizen Centric Society” から “Citizen Driven Society”へ

◆ Big Challenge!!  Big Chance!! 

地域課題解決するサービスや住民の
QoLを向上しCSを高めるサービスを
設計する為には、産業や分野ごとの
縦割りのサービス提供ではなく、住
民起点での生活スタイルに沿った
サービスを提供するべき。

InteroperabilityやOpennessを確保し
ネットワークの外部性による上位レイ

ヤーが拡大

好循環

技術やデータに行きがちであるが、
市民は世代も多様で
“地面に住んでいる”
ことを忘れずに。
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1. 第４次産業革命期における街づくりの課題

2. 海外のトレンド ～事例から見える未来の街づくりの方向性

3. 我が国が取り組む方向性について

The World’s Cities in 2016
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（出所）各種公開資料を基に日本総研作成

アメリカ

デンマーク

Smart city 
Copenhagen /DOLL
Denmark Outdoor Light 
Lab
Smart Aarhus

GCTC:Global City Teams(NIST)

Smart Chicago
Smart Cities New York(LinkNYC,etc.)
San Francisco Smart City(Sfpark, DataSF etc.)
５D Smart San Francisco  2030 District
ハドソン・ヤード再開発プロジェクト
PBOT Smart Cities(Portland,Oregon)
SmartATL(Atlanta)
Smarter DC(Washington DC)
Smart Cities San Diedo
Lake Nona Medical City(Orlando)
スマートパーキング・交通渋滞回避（ボストン）
Sfpark
Smart Forests
Blue CRUSH
MyMagic＋
MagicBand
SenseAware
ShipmentWatch

英国・アイルランド

PSA-181(SCF:Smart
City Framework)
Smart Dublin
Future City Glasgow
Manchester Smarter 
City(CityVerve,etc.) 
Smart Beehive Project

スペイン

Smart City 3.0(smartcity Barcelona)
Smart Santander
Madrid Smart City
Valencia SmartCity
San Sebastian Smart City
Malaga Smart City
Garrotxa Smartcity
RERUM（ギリシャとの共同プロジェクト）

北欧

HRI(Helsinki Region Infoshare) /HSL(Helsinki Region Transport)（フィンランド）
Smart Oslo（ノルウェー）
Smart and Connected City(Stockholm) （スウェーデン）

フランス

Connected Boulevar
Smart Region(Paris/13 areas of 
ile fe France)
Nice Smaet City
Smart City Montpellier

ドイツ

Smart City Berlin

Smart City Munchen
(Stadtwerke,etc.)
シュタットベルケVPP実証
Smart City Berlin

イスラエル

Alcohol Analytics
Tel Aviv Smart City(Tel-
O-Fun,etc.)

シンガポール

Smart Nation
CityMIND Test プロジェクト

マレーシア

MIMOSスマートパーキングプロジェクト

オランダ

Amsterdam Smart CityAmsterdam Smart City

アルゼンチン

Tigre Operations Center(Public 
Safety)
ティグレ防犯プロジェクト

カナダ

Waterfront Tront（Sidewalk Tront等）
Vancouver Smart City

Smart Green Innovation Park
AMATA Science City 
Smart Green Innovation Park

タイ

河北雄安新区
杭州 雲棲小鎮,
杭州 Qiantang River 南岸地区/ Wanxiang
重慶市両江新区
天津生态城
深圳市新型智慧城市建设工作方案（2016-2020年）
HongKong SmartCity (Hong Kong Science & 
Technology Parks,Cyberport)

中国

 欧米を中心に、世界中でスマートシティプロジェクトが実施されており、近年では、中国をはじめ、東南アジア
でも街のDXを進める動きが盛んである。

 “Brown Field”の「アップデート型街づくり」と“Green Field”の「スクラッチ型街づくり」の各々における事例を紹介する。
 地域としては、 「欧州」、「北米」、中国を含む「アジア」から主要な地域の取り組み事例を紹介する。

韓国

Songdo Ubiquitous-City(松島新都）

アラブ首長国連邦

Smart Dubai
Masdar City(Abu Dhabi)

オーストラリア

Adelaide Smart City Plan
Parramatta Smart City

インド

DMIC(Delhi-Mumbai Industrial 
Corridor)
Smart City Tirupati
100 Smart Cities Plan
GIFT City(Gujarat)

◆ 海外のスマートシティ開発の全体概要
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海外事例
“Brown Field”

「アップデート型の街づくり」
市民が生活している為、街づくりには、
 スマートシティで社会的課題の解決や生活・公的サービスの質の向上を実現するためには、実際にこれを利用する市民の関与

が不可欠
 デジタル技術の進展によって、市民が主体的に開発プロセスに参画しやすい環境が醸成されていること
 公共セクターにおいて、市民の関与（いわゆる シビック・エンゲージメント）が求められるようになっていること
がポイントとしてあげられる。

市民を中心に据える（Citizen Centric）だけでなく、企業や大学・研究機関、行政とともにスマートシティにおけるイノベーション
の担い手（Citizen Driven）として位置付けている地域が近年増えている。

クアドラプル・ヘリックスの考え方

（資料）欧州委員会S3プラットフォーム

 欧州では、スマートシティなどのイノベーションに取り組むに当たり、産学官連携
「トリプル・ヘリッ クス（三重螺旋の意味）」あるいは産学官民連携「クアドラプ
ル・ヘリックス（四重螺旋）」が 基本とされている。イノベーション・プロセスに
おけるステークホルダーの一員として市民が位置付け られ、その参加の基盤となる
組織が設けられている。

Citizen Centric Innovation から Citizen Driven Innovation
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2009 2010 2011 2012 2013 2014     2015    2016 2017 2018

2011～2016年 FI-PPP(Future Internet Public Private Partnership)

★
欧州2020発表

- 2010.03

★
DSM発表 -2015.03

Digital Single Market

Horizon 2020 (2014～2020年)： 800億€

★
GDPR施行

-2018.05

★
FIWARE Foundation設立(2016)
-民間主導の非営利団体, 普及推進

★

FIWARE開発着手
- FI-PPPの基盤ソフト開発

支援

★ Barack Obama (2009年)
Open Government Initiative
“Transparency & Open Government”

★EU Open Data Portal開設

★ODINE実施-Startup育成
“Open Dara Incubator Europe”

★European Data Portal開設

★ Code for America設立
- San Franciscoで設立、全米に拡大

★ 「透明性アジェンダ」発表
- David Cameron (2010) → Open Data Portal開設

★ The UK Digital Strategy
- 2017.03

★Smart America Challenge発表
-連邦政府 2013.12

★ Global City Teams Challenge (GCTC)
- NIST US Ignite 2014.08

★ Smart City Initiative
-ホワイトハウス 2015.09

★ 「スマートロンドン計画」発表
- Boris Johnson (2010) → London Data Store開設

★ 「ロンドン・インフラ計画2050」発表(2014)

★ The Future of Smart発表(2016)
“Data for London: A City Data Strategy”Update

★ Smart Nation Vison発表 - Lee Hsien Loong(2014.08) 
→ SNPO設置 Smart Nation Initiative開始 (2014.11) 

→ SNDGOに改組（2017.05）
★Infocomm Media 2025発表

- MCI:情報通信省(2015.08) 
★GovTech/IMDA発足

- IDA/MDA再編(2016.10) 

★FIWAREがGCTCと連携機関に(2015.11)

◆ （参考）現在のスマートシティ開発に至る主要地域での流れ

★
Smart cities and communities initiative
- 2011
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Interoperability
Openness

市民のQoLを向上させるSmart City Serviceを創出する基盤ソフトウェア

スマートシティにおける「相互運用性」のある官民連携データ連携基盤に必要な機能要件として開発
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 2011年より5年計画で実施されているEUの次世代インターネット官民連携プログラム（Future 
Internet Public Private Partnaership: FI-PPP）で開発・実装された基盤ソフトウェアである
“Future Internet WARE (FIWARE)”の普及を民間主導で推進する非営利団体「FIWARE Foundation 
e.V.」が中核となって、欧州を中心にグローバル100都市近くにスマートシティの基盤プラットフォ
ームOSとして展開している。

 FIWARE 概要

（出所）総務省「ICT街づくり推進会議 スマートシティ検討ワーキンググループ」NEC配布資料
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（出所）Incubation & Innovation Initiative（III）「次世代都市開発研究会」
第3回NEC発表資料を基に日本総研作成

 FIWARE 特徴 / Interoperability

 FIWAREはデータ流通に関わるコンテキスト管理に係るインタフェースとして、OMA(Open Mobile 
Alliance) NGSI(Next Generation Service Interface)-9/10をオープン標準として採用している。

 これをOpen Source Software (OSS)によるOpen APIsとして実装することにより、他の様々なIoTプ
ラットフォーム間の連携を可能としている。

（出所）FIWARE Foundation

 ベンダーロックイン排除によるInteroperabilityの確保。
 各々のプラットフォームとその上位レイヤーのサービス・アプリケーションによる協創（競争）
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 （参考）FIWARE Foundation & Open and Agile Smart Cities Initiative

 FIWAREの普及を推進する民間主導の非営利団体。
 2016年にAtos, Engineering, Orange, Telefonicaにより設立。

 普及促進のための様々な施策を実施し、現在FIWAREは100都市
以上25か国まで拡大。

 オープンな仕様であるため様々なスタートアップ、中小企業が
街のサービス開発に参画。

993
Start ups/SMEs

22
Innovation Hubs

１６
Accelerators

21
Labs

 2015年1月に設立されたスマートシティ開発のデファクトスタンダード作りを
行う非営利団体で23か国115都市（欧州・南米・オーストラリア等）が参画。

 都市間が協力しベストプラクティスを共有しつつスマートシティを拡大展開す
る実装主導型アプローチ。

 基本アーキテクチャーを策定し都市間で共有
- Open APIs (FIWARE NGSI) / Open Data / Data Model
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◆ 先進的なスマートシティの取り組みにおける共通的な機能について

①VISION
VISION（思想）が明確であり、地域が抱える課題も明確。
よって、原則（Principles）やガイドラインが明文化されており、充実している。

②Governance/ Management and Facilitation
地域のスマートシティ化を牽引する専任組織が明確であり、エリアマネジメントにける役割分担が為されている。
技術面、制度的での専門性を備えた集団によるファシリテーション機能も充実（CTO,CIO,CLO的人材の配備）

③OPEN Data
地域としてオープンデータの拡充と利活用に向けた環境整備がなされている。Open Data by Defaultで進める地域も。

④Innovation Hub/Platform
産官学市民連携によるイノベーションプラットフォームの充実により、スタートアップの創出や当該スタートアップと連携し
たエリアのサービス創出が図られている。都市をイノベーション共創の為の基盤(City as a Platform)の考え方も。

⑤Top Down ＆ Local Leader(Owner) Ship
国のトップダウンの政策と地域の政策との連動がうまく図られている。

⑥Living Lab.
リビングラボを中心としたマルチテークホルダープロセスの充実。
市民と共に技術・制度・ビジネスの観点より持続するエコシステムの検証を図る → 必要な場合はルールの見直し

Innovative & Sustainable City
地域におけるInnovation EcosystemとSustainableな社会システムが構築される。

 先進的なスマートシティの取り組みを実施している地域は、以下の6つの機能が充実している。

リビングラボの主要な活動
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参考 : 2017 Global Startup Ecosystem Ranking

（出所） “Global Startup Ecosystem Report 2017” Startup Genome

16
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①VISION
カーボン・ニュー トラルを達成する世界で最初の首都/スマートな市民なくしてスマートシティはあり得ない

②Governance/ Management and Facilitation
MINDLAB / Copenhagen Solutions Lab / GATE21

③OPEN Data
Open Data København

④Innovation Hub/Platform
MINDLAB / GATE21

⑤Top Down ＆ Local Leader(Owner) Ship
政府のMINDELABと市のCopenhagen Solutions Lab / GATE21の連携

⑥Living Lab.
City Digital / Smart Chicago

Denmark / Copenhagen

人口約56万人・面積88.25 km²の北ヨーロッパ最大級の都市圏
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2009 2010 2011 2012 2013 2014     2015    2016 2017 2018

2011～2016年 FI-PPP(Future Internet Public Private Pertnership)

★
欧州2020発表

- 2010.03

★
DSM発表 -2015.03

Digital Single Market

Horizon 2020 (2014～2020年)： 800億€

★
GDPR施行

-2018.05

★
FIWARE Foundation設立(2016)
-民間主導の非営利団体, 普及推進

★

FIWARE開発着手
- FI-PPPの基盤ソフト開発

支援

★EU Open Data Portal開設

★ODINE実施-Startup育成
“Open Dara Incubator Europe”

★European Data Portal開設

★
Smart cities and communities initiative
- 2011

2020年までにエネルギー消費量の
20％の削減ならびに2050年までに低
炭素社会の構築を目標として示した。

★
COP15開催（2009）
- コペンハーゲンで開催

★
Open Data Innovation Strategy（ODIS）発表（2009）
-科学技術イノベーション省の国家IT通信局（後のデジタル庁）

★
Basic Data Program発表（2012）
-国と地方政府の代表からなる横断的な組織「Basic Data Board」が設立

★
Basic Data Program発表（2016）
-公共部門・民間部門の両者がアクセス可能な
ベーシックデータの共通インフラ 「Data Distributor」
を構築

★
Smart City Network設立（2012）
-デンマーク住宅・都市・農村省が、オーフス大学とのJV

基本方針
① 行政データは重要資源
②運用の統一性
③簡単なアクセス

 デンマークはIT立国であり、コペンハーゲン市はスマートシティの取り組みにおいて国際的に高い評価を得ている（2014年World Smart City Awards受賞）。

 デンマーク政府は、国として2050年までに「脱化石燃料社会」を実現するという高い目標を掲げており、この目標の達成に向けて、各地方自治体が
スマートシティの構築に取り組んでいる。
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 コペンハーゲン市は、スマートシティ戦略の核となる目標として、2025年までに「カーボン・ニュー トラ
ルを達成する世界で最初の首都」（2025コペンハーゲン気候変動適応計画）になることをVISIONに掲げて
いる。

 エネルギー消費、エネルギー生産、モビリティ、市当局における効率化の四つを重点分野として、スマート
シティをはじめとする以下のプロジェクトに取り組んでいる。

プロジェクトの狙い
世界最先端のテストベッド（リビングラボ）になり、革新的な企業を引き付ける。その成果を世界中の都市と共有

し、市と企業双方のブランド力を向上させる。

① Copenhagen Connecting （2012年～）

•市内のセンサーやWi-Fiを通じて収集したデータを分析・利活用、スマートシティに関連する様々な技術やソ

リューションを開発するプロジェクト

•現在Copenhagen Street Labと称し、市庁舎周辺エリアにセンサー・ネットワークを構築して、2016年から

2018年にかけて、IoTやスマートシティ関連技術のショーケースとして交通や廃棄物の管理、大 気汚染や騒音

の計測などの実証実験を行っている。

Copenhagen Connectingの経済効果コペンハーゲン市のスマートシティ戦略
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Copenhagen Street Labの概要

②CITS：Copenhagen Intelligent Traffic Solutions（2014年～）

各種センサーから収集されるデータを分析し、交通渋滞の予測・改善、交通規制への活用、排気ガスの削減、
市民の安全確保等を実現。

 デンマーク市とデンマーク工科大学、CITELUM、リープクラフト、シスコ、シルバー・ スプリング・ネットワークスによるプロジェクト。
 コペンハーゲン市は、自動車のみならず自転車の利用者も非常に多く、歩行者も含めた渋滞の解消や市民の安全の確保は重要な課題。
 そこで、 各種センサーから収集されるリアルタイムの交通状況や気象、工事、交通事故などのデータを分析・シ ミュレーションし、交通渋滞
の予測・改善、交通規制への活用、排気ガスの削減、市民の安全確保等を 目指すものである。

 ITのプロではない市の担当者でも、ダッシュボードと呼ばれる画面から簡単に交 通予測ができるシステムなどが提供されている。

③DOLL：Danish Outdoor Lighting Lab（2014年～アルバーツルンド市）

 デンマーク工科大学、コペンハーゲン大都市圏のアルバーツルンド市、産学官
連携組織の Gate21の共同プロジェクト。

 デンマークが得意とする照明・光工学に焦点を当て、街灯をLED に置き換え
て消費電力の削減を測るばかりでなく、LEDのモジュールに内蔵されたセンサ
ーを活用して情報ネットワークをメッシュに張り巡らせ、温度や大気、風、水な
どの環境データや交通データを計測し、活用。

 当該ネットワークを通じて、屋内外で賢く機能する最先端の照明ソリューション
の開発などに取り組む。

 また、LEDを利用した高速無線通信技術のLiFi（Light Fidelity）が導入され、ス
マートシティの基盤としての活用も視野に入れられている。
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デンマークの省庁横断的なイノベーション・ユニット。社会的な課題の解決や、公共部門におけるイノベーションの創出に
向け、政府の職員が市民や企業、地方自治体、公共機関等と議論し、触発し合い、協働するための物理的なスペースを
持つシンクタンクでありドゥタンクである。

マインドラボは、当初、経済ビジネス省内で発足したインキュベーションの取り組み（2002年～）であり、市民を巻き込んで
行政に新たな視点を導入する目的であったものの、期待された効果を生み出せなかった。

そこで、2007年に３省庁（当時の財務省、雇用省、経済ビジネス省）共同の取り組みとして再編された。現在は産業ビジ
ネス財務省、教育省、雇用省ならびにオーデンセ市が参加し、経済内務省と連携している。

政府職員ばかりでなく、多様な専門家や関係者、自治体、市民などを巻き込み、中立的な立場から政策の立案や制度の
改善、ユーザー視点のシステムの導入、起業家支援などに取り組む。

スタッフは18～20名位であるが、各省庁の職員が半年から１年の期間でマインドラボに出向し、各プロジェクトに携わる
ことで、出向者が各省庁にマイ ンドラボの「現場重視」、「ユーザー中心」、「デザイン起点」といったノウハウを還元し、理
解を深める ことが可能なシステムとなっている。

デンマークでは、スマートシティを推進する為のファシリテーションやマネジメント機能に加え、
イノベーションハブ・プラットフォームとして機能する組織を有し、市民との共創の場としてのリ
ビングラボをうまく活用している。
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 コペンハーゲン・ソリューションズ・ラボ（CSL）は、 2014年に設立され、スマートシティ開発に向けた産官学民
連携（クアドラプル・ヘリックス）の結節点であり、イノベーションのインキュベー タとしても機能している。

 CSLは、行政の縦割り組織に横串を指し、市の部局間の横断的な課題解決の取り組みを促進させるとともに、市民
を巻き込み、 国内外の企業や研究機関との連携の基盤であり、多様なステークホルダーが参加するハブとして重要
な役割を果たす。

 CSLは、スマートシティ・プロジェクト委員会に設置され、市のオープンデータやストリート・ラボなどのプロジ
ェクトを実施している。

 CSLは、市民が革新的なソリューションや新しいデジタル技術の開発やテストに参加できる「Smart Citizen 
Borgerpanel（Citizen Panel）」を導入している。

 CSLのウェブサイトから市民パネルへの参加を登録すると、新しいアプリケーションやサービスのテストに参加し
、評価したり、新しいスマートシティ・プロジェクトに関する情報や、ストリート・ラボの見学、ワークショップ
への参加などの機会を得ることができる。

 スマートシティ等政策の策定過程における国民との対話を重視し、オープン・イノベーションの枠組みを構築。
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 Gate21は、DOLLなどのプロジェクトを運営する産官学連携（トリプル・ヘリッ クス）組織で行政、産業界、大学研究機関
の戦略的なパートナーシップを通じて、持続可能な社会、グリーン経済を実現することを目的に設置された。

 重点分野として、都市建設、交通、エネルギーと資源を掲げ、研究開発、リビングラボ等を通じたテスト、デモンストレー
ション、社会実装に取り組んでいる。

 Gate21は、国や地方自治体が抱える課題解決に向けた産業界、行政、大学・研究機関の関係強化に重要な役割を果
たしている。

 参加自治体がリビングラボとなることで、企業や大学・研究機関が実際に利用される環境やユーザーニーズを勘案しな
がら、新技術の開発や試験を実施することができる。

 他にも、コペンハーゲン市では、市立図書館が市民向けサービスのアクセスポイントとして、「エンパワー・ザ・シチズン
ズ（市民に活力を与える）」と呼ぶプログラムに取り組んでおり、市民サービス局とともに市民向けトレーニングコース「
デジタル・コペンハーゲ ン市民（Digital Copenhagener）」を運営している。

 「スマートな市民なくしてスマートシティはあり得ない」という思想の下、簡単な操作性や補助機能などユーザー・フレ
ンドリーな技術開発とITリテラシー向上の両面から市民をサポート し、スマート・シチズンへと変革を促す取り組みが
求められる。

スマート・シチズン：
デジタル技術への対応という側面ばかりでなく、自分たちが居住する都市や社会に対する問題意識を持ち、
課題解決に取り組もうとする市民。

スマート・シチズン(Smart Citizen)向けのサービスも充実
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 デンマークでは、スマートシティなど革新的なプロジェクトに大企業ばかりでなくスタートアップも参加可能
とするために、商用前調達（PCP：Pre-Commercial Procurement）と呼ばれる制度が 導入されている。

 PCPは、商用化される前の研究開発の段階での資金支援をすることにより、政府・公共部門のニーズに対応す
るソリューション開発の推進を図ることを目的としている。

 具体的には、政府・公共部門が課題を提示して解決のためのアイディアを募集し、応募企業の中から競争的な
選定を行う。

 選定企業はプロトタイプを作成し、リビングラボでテストを行い、成果が見込まれるものはさらに大規模な実
証実験を行うための予算が配分される。

 PCPの制度により、スマートシティなど政府・公共部門のイノベーションに寄与する開発に携わるスタートア
ップに対する資金支援が可能となり、事業化や新たな市場開拓を後押しすることが期待される。

 アムステルダム市やサンフランシスコ市では、STiR（Startup in Residence）という同様の制度がある。

（参考）PCP: Smart City × Open Innovation

STiR（Startup in Residence）
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Spain / Barcelona

Smart City Expo World Congress開催中

• バルセロナ市では、Smart City Expo World Congress（スマートシティ関連企業が集まる世界最大規模の
展示会）毎年開催されている先進的なスマートシティである。

• ここでは、Digital Cityを推進する為に、バルセロナ市が作成しているOpen & Agile Digital Transformation 
Toolkitを紹介する。
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バルセロナ市が策定したガイド概要（2017年9月策定）

デジタルサービススタンダードにより、ユーザのニーズの把握やオープンスタンダードを使用する等を定めた16条
からなる方針を示し、①Technology code of practice、②Agile Methodologies、③Technological sovereignty、④ICT 
Public Procurement Handbook、⑤Innovative Public Procurement、⑥Government measure concerning ethical 
management and accountable dataの6つのレポートを提示している。
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Technology code of practice

Principals for designing and developing digital services

（デジタルサービスをデザイン・開発するための原則）
1. Compliance with the digital services standards and responsible data management

2. Aimed at citizens

3. Clarity in objectives and resources 

4. Options analysis

5. Principle of simplicity

6. Agile development methodologies and continuous innovation

7. Reusing and providing shared components and services

8. Integrated and comprehensive services

9. Maintenance and documentation

10.New service architecture

11.Accessibility and dual language

12.Security

13.Procurement

14.Technological sovereignty and free open source software

15.Civic sovereignty of data

16.Data access and reuse, innovation

27

明確な原則や条件をリスト化し、バルセロナ市議会が定めた戦略に則ってプロジェクトマネジメント
をするためのデジタルサービスの開発者向けガイド。
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Projects

9. Preparation and preliminary projects

10. Technical and functional specifications

11. Calculation of costs

12. Procurement of projects and services

13. Best development practices

14. Code maintenance and documentation

Openness, community and contributions

15. Collaboration with free communities and 
other entities

16. Sustainability and governance

17. External contributions

18. Return to the community (UPS-treaming) 
and compatibility towards the future (forward 
compatibility) 

Legal aspects 

19. Intellectual property in municipal software

20. Legal management of software development 
projects 

21. Licenses for freeing software  

22. Trademarks 

Agile projects

1. Multi-disciplinary collaboration

2. Self-managed teams

3. Communication

4. Transparency

5. Continuous improvement

6. Rapid feedback

7. Acceptance to change

8. Iterative approach 

9. Rapid and frequent development

10. Centered and offering value to the user

11. Quality

12. Measuring progress

Technical sovereignty

Interoperability, open formats and standards

1. Interoperability

2. Using open standards

3. Identifying formats and standards

4. Choosing standards

General guidelines on free software

5. Acquisition and priority use of free software

6. Freeing software and documentation

7. Foresting reuse 

8. Sharing projects

Guidelines for designing and implementing digital services デジタルサービスのデザイン・施行のためのガイドライン

Responsible and ethical data management

Scope

1. Scope

2. Repositories

Data management

3. Management based on evidence

4. Planning

5. Inventory and activity records

6. Data management

7. Architecture 

8. Openness and interoperability of data

and formats

9. Risk management

10. Resilience plan

11. Privacy and the protection of personal data

12. Privacy by design and pets

13. Impact assessments

14. Data security

Roles and governance 

15. Roles and responsibilities 

16. Corporate management- governance

17. Data directive 
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Agile Methods

29

各ステージで関わる関係者を含めたアジャイルモデルを適応したプロジェクトのライフサイクル

アジャイル方法論を使用してデジタルサービスプロジェクトを遂行するための戦略と実践的な使用方法につい
て説明するガイド
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Technological sovereignty
 Technology code of practiceを補足するガイドラインで、テクノロジー主権について記載されており、オープン

テクノロジーやオープンソフトウエア等を技術開発過程やサービス開発において実装する際の戦略的アプロ
ーチをより詳細に説明するガイドである。

 主に、相互運用性、オープンスタンダード、オープンフォーマットの使用を推進している。

Interoperabilityや
OPENESSについて
明確に記載されている
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ICT Public Procurement Handbook
 既存の調達手続きは、権威主義的、介入主義的かつ長く複雑なものであった。
 よって、新たな調達プロセスとして、透明性、市場の開放性、データの安全性、倫理性等を保持するための新たな関
係性とフレームワークを提案している。

 例えば、新たなデジタルサービスを導入する前に、自治体と市場が対話を持ち、市場によって提供されている解決策
は契約の目的であるニーズを満たすか否か等を事前に調査できる枠組みとなっている。

 また、透明性を高めるためにベンダーや市民が最新のICT導入業者について情報を得るために、情報へのアクセスを
容易にしている取組が挙げられる。

 開発段階においても、現状に素早く適応し、ニーズに応えていくアジャイル方法論も導入されている。

ICTサービス調達の手続きについて
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Innovative public procurement

 公共サービスを提供する公務員、市の技術者、バルセロナ市議会、ICTサービス提供事業者、一般市民、テク
ノロジーサービスを提供したい人向けのガイドで、ICT導入について「なぜ」「なにを」「どのように」導入
するのか等の疑問を解消するために詳細な情報を提供している。

Goal

• バルセロナ市で働く公務員、市民団体の長、市の技術者、公共調達の責任者に向けたガイド。

• 現在、あるいは将来的に市にサービスを提供する民間企業や機関向けたガイドでもある。

• 市民に向けて、全ての戦略的な公共調達に対する透明性を確保する目的のイニシアティブを規定す
る。

PPI：イノベーション公共調達のメリット

• 市民に対して：
革新的なグッズやサービスによって公共サービスをより優れたもの、より効率的なものにする。

• 産業界に対して：

革新的な企業を支援し、市の価値観を社会、環境、技術的分野において推進する中小企業の発展や
国際化を促進する。

• 行政に対して：
行政内における文化の変容を促進し、経済的、技術的効率性を確保するためにより革新的な実践へ
とシフトする。

イノベーション公共調達戦略

中長期的に戦略的にマネージメントするために以下の要素が重要である。

⇒ 異なる調達戦略、専門的なチーム、ライフサイクルコストの分析、リスクマネジメント、
結果の分析、質のコントロール、知的財産権 にも言及
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Government measure concerning ethical management and accountable data

 バルセロナ市にはChief Data Officer (CDO)によって統括されるMunicipal Data Office (MDO)が存在、公共サー
ビスを提供する公務員、市の技術者、バルセロナ市議会、ICTサービス提供事業者、一般市民、テクノロジー
サービスを提供したい人向けのガイドで、ICT導入について「なぜ」「なにを」「どのように」導入するのか
等の疑問を解消するために詳細な情報を提供している。

 市民から得る情報を公共の資産とし、市民のよりよい生活のために様々な団体（企業、市民団体等）が公共
データを利用することを推進するプログラムであるBarcelona Data Exchangeについても記載。

Goal

• 市のデータ部の目的、ミッション、責任と権威を定義する。

• データガバナンスに関する構造やメカニズムを明確にする。

• 市のデータ利用を監督する組織、プライバシーの確保、セキュリティの確保、データ
利用の拒否権に関して明確化する。

• データ構造を明確にする。

• 市の外部的、内部的利用を効率化するため。

必要不可欠な価値観
• The strategic value of data
• Geared towards results
• Shared municipal knowledge
• Data as a common asset
• Transparency and interoperability
• Reuse and open-source licenses
• Quality and security
• Responsible organization
• Care throughout the data’s life cycle
• Open standards
• Agile methodology

Barcelona Smart City データ利用のフレームワーク
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Smart City Initiative
Smart City Challenge
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• 米国では、大統領府が2015年9月に「スマートシティ・イニシアティブ」を発表。スマートシティの実現に必要な要素技術の研究
開発に対する連邦予算（1億6,000万ドル）を拠出。2016年9月にさらに8,000万ドル拠出。

• 2014年8月には、全米標準技術院（NIST）等の主導により、“スマートシティにおけるIoT活用”を推進する「グローバル・シティ・
チーム・チャレンジ（Global City Teams Challenge)を開始。

• 都市ごとにばらばらにプロジェクトを策定して取り組んでいたものに対し、互いの知見や成果を共有・標準化・相互接続性の改
善を図った。

• 750万ドルの予算で、スマートシティIoTプロジェクトの計画策定と評価手法、計画に関して検討を実施。

スマートシティ・イニシアティブの概要 スマートシティ・イニシアティブのＫＰＩ

35

Smart City Initiative
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Smart City Challenge
• 2015年12月には、運輸省がプロジェクト「スマートシティ・チャレンジ（Smart City Challenge)」を開始。

米国の中規模都市に対して、新たな交通システム・街づくりアイディア募集を行った。
• 78件の応募（複数都市の合同提案も４件あり、36州、85都市の提案）があり、この中からファイナリスト７件、

最優秀賞１件が選出された。優秀賞として、4,000万ドルの予算付与。（スマートシティ実現の為に、追加的な
5,000万ドルの調達支援を約束したほか、6,500万ドルを自治体主導の先進的テクノロジーを駆使した交通プロジェ
クトに付与することを約束）

（出所） 米運輸省ホームページ
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①VISION
“Chicago’s Technology Plan”を基に、オープンデータ・シビックテックに積極的に取り組む

②Governance/ Management and Facilitation
City Digital

③OPEN Data
OpenGov. Chicago

④Innovation Hub/Platform
City Digital / Smart Chicago

⑤Top Down ＆ Local Leader(Owner) Ship
連邦政府のSmart City Initiativeと連携・助成対象に。首長のリーダシップと市民との連携

⑥Living Lab.
City Digital / Smart Chicago

CHICAGO

人口約270万人・面積600 km²
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Array of Things（2016年～）
 シカゴ市はオープンデータ・シビックテックに積極的に取り組んで

おり、全米で最初の取り組みとされるIoTを活用したスマートシティ・プロ
ジェクトが「Array of Things （AoT）」プロジェクト。

 シカゴ市内の街灯等にセンサーを設置、生データ（環境・インフラ
等）収集し、大学、企業、市民等に無償提供し、データを活用した
イノベーションを促進、展開。

 Smart ChicagoではAoTについて、①広報や会合を通じた市民に対す

る啓蒙活動、②AoT運営者の研究開発や地域のニーズに役立つよう
な戦略策定、③市のガバナンスやプライバシー・ポリシー策定のた
めの意見の収集支援、に取り組んでいる。

AoTで想定されるデータの利活用例

データ 利活用方法

大気汚染、騒音、振動、
温度

 健康に良い／健康に良くない散歩
の時間、ルート

 疾病と都市環境の関連性の研究

都市型洪水のリアルタ
イムの検知

 不動産の損害や疾病防止のため
の公共サービスやインフラの改善

市内各所の詳細な天
候データの計測

 市民が最新の高解像度の気象情
報を区画ごとに入手可能に

時間帯・エリア別に歩
行者の集中度合観察

 夜間における安全かつ効率的な
ルートの予測

 歩行者の安全性を高めるための
ピーク時間帯における信号機のタイ
ミングの予測

 混雑による汚染の軽減

Rahm Emanuel市長のリーダシップの元2013年に“Chicago’s Technology Plan”が発表され、 Array of Things
（AoL）が遂行

器具（ハードウェア・ソフトウェア）の使用やデータ収集 の最終的な承認は、
アカデミア、非営利団体、産業界、コミュニティの代表者からなる市の執行
委員会 がプライバシー・ポリシーに基づき行うこととされている。
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City Digital
 産学官連携のプラットフォームでCPSに関連するイノベーションと実用化に取り組む産学官連携
のハブ組織として 2015年３月に設立。

 シカゴ市全体を実験と実践の場と見立て、スマートシティに関する研究開発と実用化・商業化の
間のギャップを埋め、事業化を推進することを活動目的としている。

 市はオブザーバーや発注者でなく、協業者・共同開発者として位置づけ。

UI LABS
 UI（University＋Industry）ラボは、企業や大学・研究機関、公的部門・市民組織、ベンチャー企業の協働の
基盤である。UIラボは、連邦政府のイノベーション政策であるAdvanced Manufacturing（DMDII）とスマート
シティ（City Digital）について、地域を基盤とし、IoTやビッグ データなどのイノベーションを実用化・商業化に
繋げる触媒、ならびにベンチャー企業を育成するアク セラレータとしての役割を果たす狙いで2014年に設立
された。

※年１回開催される首脳会議で、シティデジタルならびにパートナー機関は、課題の特定や優先順位付けし、
小グループ（通常４～８名のパートナーで組織）で解決策を検討する。そして、メンバーが 所属する大学や企業に
おける研究開発、ハードウェアやソフトウェアの作成ののち、市の特定地域で実 証実験が行われる

Smart Chicago：Civic Techの活動に対し資金・活動場所・技術支援を提供

 2010年に市とマッカーサー財団、シカゴ・コミュニティ・トラストにより 設立された非営利組織。
 当初は、シカゴ市のブロードバンドの整備、ならびにデジタルデバイドへの対応を目的として設立。
 現在は、データとテクノロジーを通じて市と市民の生活 を向上が主な目的。
 具体的には、すべての市民において、①テクノロジーとイ ンターネットへのアクセス、②デジタルス
キルの向上を可能とし、③データを基にした市民に関連するプロダクトを創造することが、活動の

重点とされ、ミートアップを行ったり、開発されたアプリやサービスのテストや評価に市民が参加す
る 「Civic User Testing Group」プログラムを運営している。

シカゴ市では、スマートシティを推進する為のファシリテーションやマネジメント機能に加え、
イノベーションハブ・プラットフォームとして機能する組織を有している。
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 シカゴ市では、オープンデータの開放・活用が市民の行政・地域社会への参画 を促し、地域の課題を解決する
アプリや利便性の高い公共サービスを生み出すだけでなく、新たなビジ ネスの創出にも繋がるように、これを
サポートするエコシステムが構築されている。

 シカゴ市民が知識の共有や議論・協業を行う場として「Chi Hack Night」が毎週火曜日の夜に開催されているほ
か、オープンデータを生成・活用する機関と関心のある市民が集まり議論する「Chicago City Data User Group
」が月１回定期的に開催されている。これらは、市民有志により運営されており、市の幹部や職員も参加する
など、協業の基盤として機能している。

シカゴ市のオープンデータを巡るエコシステム シカゴ市の民間でのオープンデータの活用事例

（参考）オープンデータの取り組み
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New York 
人口約860万人・面積780 km²

アメリカ最大の都市であり、世界の政治・経済の中心

①VISION
PlaNYC/ “One New York：The Plan for a Strong and Just City）”

“The World's Fastest Growing Startup Technology Center” 

②Governance/ Management and Facilitation
NYC / Digital NYC

③OPEN Data
NYC OPEN Data

④Innovation Hub/Platform
Digital NYC

⑤Top Down ＆ Local Leader(Owner) Ship
首長のリーダシップと市民との連携

⑥Living Lab.
BetaNYC / Smart Chicago

ニューヨーク市は、2016年にSmart City Expo World Congress で「ベスト・スマートシティ」として表彰されている。デジタル技術の活用に
より市民生活の向上や都市インフラの効率化などに取り組んでいる点や、世界の都市を主導して「IoTガイドライン」を策定し たことが評価
されたスマートシティ先進地域である。
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 2007年に、2030年をターゲットとして、人口集中やインフラの老朽化、環境・気候変動といった
都市の課題の解決に取り組む長期計画としてブルームバーグ前市長時代に策定。

 2011年に改訂されたが、それと同時に市の情報技術通信局（DOITT：Department of Information 
Technology and Telecommunications）が“Road Map for the Digital City”を発表。

 デジタル技術を駆使して、市と市民の関係の強化、デ ジタルサービスへのアクセス、政府の透明
性の向上、ハイテク産業の創出などを実現し、世界でトップクラスのデジタルシティになる方針
が打ち出され、その一環として、オープンデータやオープンAPIが推進されている。

PlaNYC

 2015年４月に、デブラシオ市長（2014年就任）がPlaNYCの後継となる長期 計画 “One New 
York：The Plan for a Strong and Just City）”を策定し、同年９月には、市長直下の技術革
新室（MOTI：Mayor’s Office of Technology and Innovation）が「スマートで公平な都市の
構築（Building a Smart＋Equitable City）」とい う報告書を発表した。

 同報告書は、これまでの市内におけるIoTやセンサーを使った産学官連携プロジ ェクトにつ
いて、５分野10項目のベストプラクティスを紹介したものである。

VISION
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“The World's Fastest Growing Startup Technology Center” 
- Making NYC the most innovative, tech-friendly, and equitable big city in the world -

 NYC市長のVision実現に向け、官民協働でイノベーションやテクノロジーを活用したまちづくりを推進する為、
PPPでスタートアップとテクノロジーエコシステムをつなぐ、官民共同の情報ハブ“Digital.NYC”を設立。

 パートナーとして The office of Mayor, NYCEDC, Gust,  コンテンツプロバイダーとして10を超えるニューヨーク
のテクノロジーやメディアのリーディング企業が参画し、官民共同の情報ハブを運営している。

 有望なスタートアップや投資家を引きつけ育てるエコシステムを構築し、スタートアップシティへの発展を遂げ
ている。

NYC市の“Smart City, Equitable City” Strategyの推進に向け、テクノロジーに
かかわるイシューについて、街全体での調整や連携を円滑化する役目を広く担う
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 ニューヨーク市はオープンデータ法（Local Law11 of 2012）を制定して、市民によるデータ活用を後押しするとともに、
行政でも組織横断的にデータの公開と活用を促進するために、市役所に CAO（Chief Analytics Officer）ならびにデー
タアナリスト数名から成るデータ解析室（MODA： Mayor’s Office of Data Analytics）を設置している。

 The Mayor’s Office of Data Analytics , Department of IT and Telecommunicationsが連携してオープンデータ
チームを組成、“Open Data for All”のミッションの下、NYCでのオープンデータの活用推進を担う。

 NYC Open Data は1,600を超える各種データセットを提供している。

NYC Open Data は

1,600を超える

各種データセットを提供

 シビックテックやオープン・ガバメントに取り組む市民団体であるBeta NYCや、シビック
テックにコワーキング・スペースを提供するCivic Hallが、ニ ューヨーク市のパートナー
として、IoTやオープンデータを活用した市民参加型プロジェクトを支援し ている。
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 市内における市民のネットワークへのアクセスとサービス提供を強化し、デ ジタルデバイドを縮小するために、
使われなくなった公衆電話を無料の高速Wi-Fiを提供するキオスクに置き換えるという2015年に開始したプロジェ
クト。

 大型ディスプレイには広告や公共情報が表示されるが、その広告収入でプロジェクトを運用する計画である。
 市内には 約1,000台のキオスクが設置されており、約10,000カ所まで拡大する予定で、今後、キオスク端末に 搭載

される各種センサーやカメラ、利用者等のデータを分析し、地域の課題解決に役立てていく。
 これらのデータをオープンにすることで、企業が新規ビジネスの開拓に利用することも期待されている。

 事業主体は、ニューヨーク市とCityBridge consortium （Intersection、Qualcomm、CIVIQ Smartscapesのコンソーシアム）
※ Intersectionは、アルファベット（グーグルの親会社）の一部門であるSidewalk Labsの子会社CIVIQ Smartscapes

 機器の設置、維持管理関連経費は全てCityBridgeが負担（市・納税者の負担なし）。既存の公衆電話撤去費用・
Link等の移設経費も原則CityBridgeが負担し、市に対し、CityBridgeは粗収益の一定割合または最低保障額のいず
れか大きい額を支払うこととなっており、12年間で5億ドルが市の歳入となる計算
※既存の公衆電話では、単年度で約17.4百万ドルが市の歳入（2013会計年度）
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（参考）「IoTガイドライン」について

 「IoTガイドライン」では、今後、社会的に利用の増加「プライバシー」・「データマネジメント」・「インフラ」・「セキュリティ」「オペ
レーション」の5つの観点で「スマート・シティ」に関する原則を整理しており、公共の利益を最大限にすべく、IoT機器やIoTシ
ステム、さらにそこから得られる情報を適切に管理・運営していくため、また市民に対して説明責任を果たすため、地方自治
体に求められる役割等の枠組みを示すもので、 ニューヨーク市が提唱し、アメリカ国内ではサンフランシスコ、シカゴ他20都
市以上、またパリ、テルアビブ、ストックホルム、ダブリン、フィレンツェ、バンクーバー等12ヶ国15都市が参画しています。

（出所）大阪市プレスリリース資料

「IoTガイドライン」では、今後、社会的に利用の増加が見込まれるIoTの活用に関して、

（1）行政がIoTに関する方針や手続きを策定する際に共通となる枠組みを提供すること

（2）公共の場所や資産においてIoTを利用する際には、公開と透明性を確保すること

（3）公共の利益を最大化するIoT活用をめざし産学官の対話を促進すること

を目標としており、パートナーシップを結んだ世界中のICT推進都市と今後取組を進める中で培われた知見を共有

①枠組み
②透明性の確保
③産官学の対話
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海外事例
“Green Field”

「スクラッチ型の街づくり」

中国
新型智慧城市

雄安新区

Sidewalk Toronto

最先端テクノロジーを活用した未来型の街

のショーケースの様相
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Sidewalk Toronto概要
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 Sidewalk Labs 概要

 Alphabet社が2015年都市生活改善を担う組織として設立、2018年現在トロントの新たなまちづくりに参画中

（出所）Sidewalk Labs / Sidewalk Torontoサイト情報、外部公開記事情報より日本総研作成

Sidewalk Labs
概要

 2015年6月 「都市生活の改善に取り組むこと」 を目的としてGoogleが新子会社としてSidewalk Labsの設立を発表。
同年8月、Larry Page氏は持株会社「Alphabet」を設立、その傘下にGoogleやSidewalk含む各種事業体を置くことを
発表。 Sidewalk LabsのCEOには、2002年にニューヨーク市副市長に就任し、グラウンドゼロの再開発や大規模住宅
計画等に尽力した元BloombergのCEOであるDan Doctoroff氏が就任。

 Sidewalk Labsは、“Reimagining cities from the internet up”をVISIONに掲げ、8つのPrinciplesとして、People, 
Interactions, Opportunity, Sharing, Adaptability, Diversity, Shared Values, Coordination Without Controlを掲げる。

 Sidewalk Labsの活動情報の公開は当初Link NYCなど限られていたものの、2017年10月、Waterfront Torontoと合同で
のSidewalk Torontoという取り組み発表を機に、主としてトロントのまちづくりについて積極的な活動・情報公開を
進めている。

Sidewalk Labs Principles：

① People
Cities are about people. Whenever we improve the human experience, we 
improve the city. Whenever we ignore it, we make things worse.

② Interactions
Cities serve people by fostering interactions, both planned and unplanned, 
among individuals, their ideas, and their creations. Whenever cities are 
divided—by wealth, race, or any other factor—their people suffer

③ Opportunity
Cities are engines of opportunity. They are the most effective tool humanity 
has for lifting people out of poverty, and for enjoying a high quality of life 
without destroying our planet.

④ Sharing
The inherent power of cities is that they are shared, which helps everyone 
achieve a level of productivity, efficiency, and savings that we can never 
achieve as individuals.

⑤ Adaptability
Cities thrive when they adapt along with the needs of their citizens, 
which change constantly but gradually.

⑥ Diversity
Openness to newcomers—which celebrates equity, inclusion, and 
diversity—is what keeps even the oldest cities moving forward

⑦ Shared Values  
Cities work best when their diversity is anchored by a shared set of 
values. These can vary from city to city, giving each one its unique 
character.

⑧ Coordination Without Control
Cities require coordinated actions among people, whether to manage 
congestion or to preserve public safety. But the most effective 
coordination is not just top-down; rather, it balances inclusiveness, 
efficiency, innovation, and preservation.



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.52

 Waterfront Torontoの開発対象エリアは北米で開発中の都市の中で最大規模で、今後も人口増が予想されている
 直近はSidewalk LabsとともにまずはQuaysideと呼ばれるエリアを対象に開発を進めていく予定

（出所）Waterfront Toronto RFP（2017/3）、 Sidewalk Labs Vision Sections of RFP Submission、Sidewalk Toronto Press Backgrounder(2017/10)より日本総研作成

開発の全体像

 トロントは北米4番目の都市で、今後25年間で都市部の290万人の人口は32％増、メトロエリアの670万人の人口は42％増
が見込まれている。世界で最も多様性を持つ都市として、人口の51％が海外で生まれ、140の言語が使用されている都市

 将来的な再開発が予定されているトロントのダウンタウン南西に位置するウォーターフロントエリアは325ha超の面積で、
現在北米で開発中の都市の中で最大規模。

 開発において対応すべき主なチャレンジ / プロジェクト目標としては、北米で最も早く成長している都市として、既に

不足している都市インフラの整備や、サステナビリティ、弾力性を確保した開発、都市イノベーションの推進、政府の
予算制約の中での新たなパートナーシップモデルの構築等が挙げられている

 Waterfront Toronto による2017年3月のRFPで開発対象とされ、Sidewalk Labsの提案が採択された直近の開発対象範囲は、
トロントの東側のウォーターフロントのQuaysideと呼ばれる4.9haのエリアで、現在はいくつかの工業用の建物や駐車場
のみが存在。

 Toronto における開発の全体像
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 Sidewalk Toronto 概要

 2017年Sidewalk LabsとWaterfront Toronto合同の取り組みとして発足し、Quaysideエリアの開発から検討開始

Sidewalk 
Toronto 概要

 2017年3月のWaterfront Toronto*によるパートナー公募のRFPの結果、Sidewalk Labsの提案が採択され、
2017年10月に両社合同の取り組みとしてSidewalk Torontoが発表される。
*2001年トロントのウォーターフロントエリアの開発促進を目的にカナダ連邦政府、オンタリオ州政府、トロント市が共同で設立した組織

 Sidewalk Torontoは、トロントのウォーターフロントに多目的の完全なコミュニティを作り出すことを目指し、
都市デザインと新技術を組合せ“ people-centered neighborhoods”や経済的な機会を創造、生活に関わる各種水準
（Sustainability, Affordability, Mobility）の向上をはかる。

 開発の検討はRFPで対象とされているQuaysideから開始し、2018年に年間を通じパブリックポリシーや規制の影響含む
“Master Innovation and Development Plan” (MIDP)を作成する予定。
また、2017年11月1日付のInnovation and Funding Partner Framework Agreement において、Sidewalk Labs はMIDP作成
に向けて直近12か月で5,000万ドルまでの拠出をコミットしている

（出所） Sidewalk labs/ Sidewalk Toronto サイト情報、Public Engagement Plan（2018/2）、Innovation and Funding Partner Framework Agreement （2017/11）より日本総研作成



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.54

 Sidewalk Toronto Vision - Public Roundtable 2018/3/20 (1/3)

（出所）Sidewalk Toronto Public Roundtable 資料

 Sidewalk Torontoは第1回Roundtable以降は下記8つのVisionを掲げている (3/20はそれぞれ簡単な説明のみ実施)
 Sidewalk Labsのサイトに掲載の6つのVisionと区切りが異なり、Privacy & Data Governanceが追加されている。
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 Sidewalk Toronto Vision - Public Roundtable 2018/3/20 (2/3)

（出所）Sidewalk Toronto 公開動画、Public Roundtable 資料

 Sidewalk Torontoは第1回Roundtable以降は下記8つのVisionを掲げている (3/20はそれぞれ簡単な説明のみ実施)
 Sidewalk Labsのサイトに掲載の6つのVisionと区切りが異なり、Privacy & Data Governanceが追加されている。
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 Sidewalk Toronto Vision - Public Roundtable 2018/3/20 (3/3)

（出所）Sidewalk Toronto 公開動画、Public Roundtable 資料

 Sidewalk Torontoは第1回Roundtable以降は下記8つのVisionを掲げている (3/20はそれぞれ簡単な説明のみ実施)
 Sidewalk Labsのサイトに掲載の6つのVisionと区切りが異なり、Privacy & Data Governanceが追加されている
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 Sidewalk Toronto 2018年の主な活動予定

（出所） Sidewalk Toronto Public Roundtable 資料

 2018年を通じたマスタープラン作成を目標に、RoundtableやPublic Talks等の活動を広く開催予定としている。

2018年を通じパブリックポリシーや規制等を
含むマスタープラン(MIDP)を作成する予定で、
様々なPublic Engagementの活動を並行して進
めていくことを公表。

Public Engagementでは、Torontoでのプロジェクト状況を伝えるRoundtableや有識者を交えたテーマ別の公開討論を行うPublic Talks
の他、学生等の若手を対象としたフェローシッププログラムやYMCAキャンプなど、住民の関与を促すプログラムを広く提供している
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参考 : Sidewalk Toronto が Public Engagement において考慮している主な要素や関係者の討議希望事項

（出所） Sidewalk Toronto Public Engagement Plan（2018/2）

 Sidewalk Toronto が住民など関係者との協働において考慮している要素としては下記6つが挙げられている。

直近のRoundtable等では
住民の関心が特に高いと
思われるプライバシーや
モビリティ、持続可能性、
ハウジング関連の言及が多い
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参考 : Sidewalk Toronto が Public Engagement で用意している関係者のプロジェクトへの関与方法（1/2）

（出所） Sidewalk Toronto Public Engagement Plan（2018/2）より日本総研作成

 幅広いコミュニケーションチャネルを準備し、関係各位と広く情報共有、意見・アイデア交換を図っている。

Public Talks は
3/27
“The Future of
Complete Streets”
4/24
“Affordable 
Urban Housing”
をテーマに開催済。
今後は9/26, 10/16
に開催予定 （テー
マは未発表）。

Roundtableは3/20, 
5/3開催済。
今後は7/11, 10/3
に開催予定

4/21,  5/5, 6/2,
6/23, 9/29開催
予定（資料公開なし）

6/30オープン予定
と発表あり
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参考 : Sidewalk Toronto が Public Engagement で用意している関係者のプロジェクトへの関与方法（2/2）

（出所） Sidewalk Toronto Public Engagement Plan（2018/2）より日本総研作成

 関係者とのコミュニケーションについて幅広いチャネルを準備し、意見やアイデアの収集を図っている。

660人の応募者から
12人を選抜済

5/25応募〆切で抽選
にて参加者を決定。
7月に3回開催予定
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 Sidewalk Toronto Public Roundtable #1 2018/3/20 （Snap Shot）

 全4回の開催予定のPublic Roundtableの初回が3/20に開催、ビジョンやプロジェクト概況等が紹介される。

（出所）Sidewalk Toronto 公開動画、Public Roundtable 資料、CP24公開動画より日本総研作成

イベント概要
（抜粋）

 Meg Davis氏(Waterfront Toronto Chief Development Officer)とRit Aggarwala氏(Sidewalk Labs Head of Urban Systems)がトロント
の住民等数百人の出席者の前でプロジェクト概況をプレゼンテーション、FacebookでLivestreamを実施。

 プレゼンテーションではプロジェクトの具体的内容への言及は少なく、ビジョンや開発エリアが抱える主なチャレンジ等の大局
的な内容を中心に紹介。プライバシーやサステナビリティ、オープンスタンダードや官民協力の必要性等について触れる。

 開発中アプリとして、Old Torontoというアーカイブされたトロントのその地点の過去の写真を見ることができるもの等を紹介

 Q&Aでは詳細なビジネスモデル等のいくつか質問があり、データの保有者や保管場所などについては、Sidewalk Labs と
Waterfront Torontoで未だ交渉中である旨の回答にとどまる。

 プレゼンテーション後の住民等参加型のラウンドテーブルの様子は当日の一般公開はなし （カナダのケーブルTV局CP24の放送
動画では参加者の概ね好意的なコメント紹介の後、具体的に何をどうしていくかは多くの疑問が残るかという旨の紹介）
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 Sidewalk Toronto Public Roundtable #2 2018/5/3 （Snap Shot）

 Public Roundtableの第2回目は5/3に開催、プライバシーポリシーの策定等、前回からの活動進捗が紹介される

（出所）Sidewalk Toronto 公開動画、Public Roundtable 資料より日本総研作成

イベント概要
（抜粋）

 John Brodhead氏(Sidewalk Labs) 、第1回同様のMeg Davis氏とRit Aggarwala氏を中心に前回から5週間の活動進捗や直近活
動予定等を紹介。Responsible Data Use、Mobility、Housing Affordabilityについては各担当から個別に説明を実施

 前回からの進捗で、Fellowship Programの選抜者決定、Residents Reference Panelの開催、各コミュニティとの連携状況や
80以上の専門家がボランティアで協力予定の旨を紹介。議論の出発点としてResponsible Data Use Policy Frameworkをまと
めたこと、新Office Spaceの開設予定等にも言及。また、Old Torontoのアプリ利用状況やTransit Exploreβ版公開も紹介

 Responsible Data Useについては、 Privacy by Designに基づき、今後の更新前提でData Use Policyを公開した点、便益を起
点に透明性、オープン性、コミュニティの信頼確保に努める等のPrinciples等を紹介。MobilityやHousing Affordabilityにつ
いては、現状や課題、今後意見を聞きたいと考えている想定論点等を紹介

 Q&Aではデータ共有の危険性や、透明性・オープン性といったポリシーに基づく意思決定者や方法、データのマネタイズ、
住民でない小売店への規定等の質問があり、アドバイザリーパネル等の専門家含む討議で引き続き検討していく等の回答
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参考 : Sidewalk Toronto Public Roundtable 今後の開催予定と想定内容

（出所） Sidewalk Toronto Public Roundtable 資料より日本総研作成

 2018年のPublic Roundtableの予定は下記の通り。
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 Sidewalk Toronto Public Talks – The Future of Complete Streets 2018/3/27 （Snap Shot）

 第1回のPublic TalksでStreetに焦点を絞った有識者からの情報共有や討論を実施

（出所）Sidewalk Toronto 公開動画より日本総研作成

 “The Future of Complete Streets”というタイトルで第1回目のPublic Talksが現地時間2018年3月27日に開催。ストリート関
連の有識者からプレゼンテーション、公開討論、質疑応答が行われる。

 ＮＡＣＴＯのSkye Duncan氏は、ストリートは移動の場だけではなく、遊びや学習、食事の場など、多くの側面を持ち、使わ
れ方は時間帯等にもよって様々である点などの特徴、安全に配慮したストリート作りの必要性や各国での事例等を紹介。

 8-80 CitiesのGil Penalosa氏は、”Shared Street”の観点、デモクラシーやフレキシビリティ、子供や高齢者への配慮、今後の
人口増への対応、変化は満場一致の賛成で進むわけではない点等、変化を進める上で必要な / 留意すべき点を紹介。

 Gahl InstituteのShin-Pei Tsay氏は、文化や気候は街ごとに変わったとしても、人が街をどう体験（experience）するかから考
え始める点は共通である旨や、ストリートを取り巻く様々な構成要素や考慮すべきポイントについてなど紹介。

 Ｑ＆Ａでは、人だけではなく、動物の視点も考慮有無やオープンデータの利用について等の質問に回答し、次回はHousing 関
連をテーマにPublic Talksを行う旨を紹介。

イベント概要
（抜粋）
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 Sidewalk Toronto Public Talks – The Future of Affordable Urban Housing 2018/4/24 （Snap Shot）

 第2回のPublic TalksでAffordable Housingに焦点を絞った有識者からの情報共有や討論を実施

（出所）Sidewalk Toronto 公開動画より日本総研作成

 “The Future of Affordable Urban Housing”というタイトルで第2回目のPublic Talksが現地時間2018年4月24日に開催。住居
関連の有識者からプレゼンテーション、公開討論、質疑応答が行われる。

 CPCのRafael Cestero氏は、NYCにおける官民・非営利組織連携による手頃な住居環境の提供に向けた取り組みで、$1などほぼ
無償での土地提供、固定資産税や密度によるボーナス、助成金などの行政の積極的な関与等を紹介。

 Ryerson City Building InstituteのCherise Burda氏は、GTAでのコンドミニアムの開発状況や、人口や年齢、居住環境の変遷、
開発されるコンドミニアムもすぐに売れてしまうなど、供給が問題になっている点等を紹介。

 CatalystのStephanie Allen氏は、最低賃金では生活できない住環境があることや、コミュニティに基づくアプローチで、小売
り、教会、住居の複合利用の建物の事例など、コミュニティの資産はコミュニティの手にあることが重要である点等を紹介。

 Ｑ＆Ａでは、障害を持った方への対応や、個別の住居ではなく交通含めた観点での対応、プロジェクトを進める上での資金の
確保や関係者との連携の進め方、ディベロッパーへのインセンティブ等についての質問に回答。

イベント概要
（抜粋）
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 Sidewalk Toronto Pavilion

 住民に検討中のアイデアを紹介し、フィードバックを得る場として2018/6/30にパビリオンの開設を予定

（出所）Sidewalk Toronto サイト情報、Google Map、Public Engagement Plan(（2018/2）より日本総研作成

 Sidewalk Torontoのメインオフィスであり、スタジオ、展示、ワークショップスペース等としても活用を予定す
る施設として、2018年6月30日にSidewalk Toronto Pavilionをオープンすることを発表している。

 設計・デザインはカナダのLebel & BoulianeとDaily Tous Les Joursと協働で実施。Sidewalk Torontoが検討してい
るまちの未来像を形作ることを促進するスペースを作ることを目指す。トロントの住民が現在検討中のアイデア
に触れ、フィードバックを得る場とすることを計画している。

概要
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c.f.2018/2のPublic Engagement Planにおける記載内容

Waterfront Torontoの直近
開発対象エリア(Quayside)
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 Sidewalk Toronto Fellowship Program

 19-24才が世界の都市を視察してパブリックレポートを作成するプログラムを予定、12人を選抜

 19-24才を対象とし、ボストン・ニューヨーク、アムステルダム、コペンハーゲン、バンクーバーを訪問した後に、
Sidewalk Toronto / Quaysideのための提案含むパブリックレポートを作成する6か月超のフェローシッププログラ
ムを提供。

 660人のトロントの住民から応募があり、4人の専門家のレビューを経て、12人のフェローを選抜。

概要
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（出所） Sidewalk Toronto Public Roundtable資料、 Public Engagement Plan(（2018/2）より日本総研作成

2018/2のPublic Engagement Planより抜粋

2018/3/20 Public Roundtable資料より抜粋2018/5/3 Public Roundtable資料より抜粋
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 Sidewalk Toronto YMCA Camp

 子供の意見も積極的に取り込むため、子供を対象とした無料のキャンプを企画し、現在応募者を募集中

 9-12才の子供を対象とし、ウォーターフロントについて学び、未来に向けたアイデアを探索する無料キャンプを、YMCAとの
パートナーシップで提供予定 （保護者も開発に関するアイデアを共有するためのサマーBBQに招待予定）。

 Sidewalk Torontoは対応すべき住民のニーズとして子供も対象としており、子供のユニークな声をプランニングプロセスの一
部として取り入れ、Quaysideを形作ることを意図していると説明。

 実施時期は2018/7/10-14、7/17-21、7/24-28の3回が予定されており、参加者は該当エリアに住む住民の応募の中から抽選
により決定（応募〆切は5/25）。

概要
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2018/2のPublic Engagement Planより抜粋

（出所） Sidewalk Torontoサイト情報、Public Roundtable資料、 Public Engagement Plan(（2018/2）より日本総研作成

2018/3/20 Public Roundtable資料より抜粋
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参考 : Privacy ＆ Data Governance関連 – “Our Approach To Data Privacy” 2017/10/16最終更新

（出所） Sidewalk Toronto “Our Approach To Data Privacy”より日本総研作成

 Sidewalk Torontoは2017年10月の活動当初から“Our Approach To Data Privacy”として、
データプライバシーへのアプローチの重要性や今後の活動に向けた基本的な考え方等を表明

デジタルレイヤーの構築の文脈
におけるプライバシー保護が主
な責任であり機会と捉えている。

ローカルコミュニティと独立した
カナダのプライバシーの「専門家
と密に連携してアプローチを策定

当初のコアとなる原則は、
Privacy by Design
コミュニティへの利益供与
アカウンタビリティ

データプライバシーに関する活動はSidewalk Toronto
の成功に極めて重要。
コミュニティは信頼なくして存続することはない。

Sidewalk Torontoのデジタル
インフラはスクラッチで開発
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 2018/3/20開催のSidewalk Torontoの第1回Public Roundtableでは、Rit Aggarwala氏(Sidewalk Labs Head of Urban Systems)の
プレゼンテーションで、技術中心ではなくプライバシーを尊重している旨、オープンスタンダードによるデータ活用や
Privacy by Designに沿った開発等に言及。

 プレゼン資料には、データ利用はQOLの向上や公共の利益のために行われ、広告目的での個人情報の利用や販売はしない旨
のほかに、情報信託などイノベーティブなガバナンスモデルの探求についても記載あるものの、詳細な言及はなし。

 Q&Aにおけるデータの保有者や保管場所などの質問については、Sidewalk Labs と Waterfront Torontoで未だ交渉中である旨
の回答にとどまる。
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参考 : Privacy ＆ Data Governance関連 – 2018/3/20発表時のVision等

（出所） Sidewalk Toronto Public Roundtable 資料より日本総研作成

 3/20の第1回Public Roundtableで8つのビジョンのひとつとしてPrivacy & Data Governanceを紹介
 ビジョンとして、透明性があり、説明可能で、責任あるデータ利用に向けた新たな基準を設定することを掲げる

概要
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 2018/5/1にSidewalk Torontoは“ Responsible Data Use Policy Framework version 0.2”を公開。
データや情報の収集・保管・利用・処理・保全をどのように行うかの意思決定に向けた6つの原則、
アドバイザリーボードやパブリックのフィードバックから決定した4つのフォーカスエリア、
フォーカスエリア毎のコミットメント（プライバシーエリアのみ）と対応していく質問を記載している。

 6つの原則として、便益享受に向けた明確な意図を持ったデータ収集や活用、それらを透明性を持って実施すること、イノベーショ
ンやアントレプレナーシップ促進に向けたオープンなデータ利用、コミュニティとのプロアクティブなエンゲージメント、コミュ
ニティの信頼
獲得、多様性・インクルージョンや基礎的な人権としてのプライバシーに適合する人間第一のアプローチといった原則を示してい
る。

 4つのフォーカスエリアを設定し、個人情報がどのように収集・利用・共有されるかについての個人のコントロール、データの利
用・コントロール・オーナシップ・保管、利用可能なデータの範囲や期間、データ保護と侵害の可能性の最小化について、活動す
るとしている。

 Sidewalk Torontoはデータ収集・利用を統制する“Responsible Data Use Policy”が、2018年末リリース予定の“Master Innovation 
and Development Plan”の重要な要素となるとし、ポリシー作成に向けて独立した専門家とコミュニティの代表者からなる「デー
タガバナンスワーキンググループ」を招集。
オンタリオ州の情報・プライバシー委員を3期務め、Privacy by Designの提唱者であるDr. Ann Cavoukian氏や、カナダ政府の元臨
時プライバシー委員のChantal Bernier氏、Waterfront Torontoのデジタル戦略アドバイザリーパネルを含む、他のアドバイザーとも
同ワーキンググループは活動を共にするとしている。

参考 : Privacy ＆ Data Governance関連 – “Responsible Data Use Policy Framework”

（出所） Sidewalk Toronto“ Responsible Data Use Policy Framework version 0.2”より日本総研作成

 Sidewalk Torontoはデータ収集や利用に関する“Responsible Data Use Policy Framework”を5/1に公開
 6つの原則と4つのフォーカスエリアをフレームワークとして示し、今後も専門家含め検討を続けるとしている

記載概要0

6 principles;
1. Beneficial purpose
2. Transparent
3. Open
4. Proactive Engagement
5. Community trust
6. People first

4 areas of focus;
1. Privacy
2. Data stewardship
3. Access to data
4. Data security
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参考 : Privacy ＆ Data Governance関連 - Public Roundtable #2 2018/5/3 紹介資料

（出所） Sidewalk Toronto 公開動画、Public Roundtable 資料より日本総研作成

 5/1公表の“Responsible Data Use Policy Framework”について、5/3のPublic Roundtableで紹介された資料は下記
 5/1公表資料とほぼ同内容で、Roundtableでは、今後の詳細化・更新が前提であるフレームワークである旨の説明あり
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4 areas of focus;（参考）一部抜粋

1. Privacy 

 環境データ等の個人特定されないデータにも適切なガイドラインやポリシーを適用する。

 プライバシーを尊重し、以下をコミット ： 個人情報の収集・利用の理由や方法を個人にわかりやすく明確にプロアクティブに伝える。

 Privacy by Designのアプローチでプライバシーの観点を始めから組み込む。

 オプトインで個人認証が必要な場合、個人がデータ利用の方法をコントロールする有意の方法を保有、デフォルトでは個人情報は匿名化される。

 個人の優位の同意を求め、その選択を遵守する。

 新技術やプログラムの設計においてプライバシーやセキュリティリスクが特定・適切に対処されるようプライバシーの影響・リスクのアセスメントを実施。

 データガバナンスアドバイザリーグループに従い、主なイニシアティブのプライバシーに関する示唆の要約は前もって公表する。

 広告目的での個人情報の第三者への販売や利用はしない。

2. Data stewardship

 データ利用に関する意思決定の監督者、データの保管場所、データのライセンス/共有方法の規定に関する考慮を含む。

 強固なデータ管理ポリシーは公共と個人の利益のバランスをとらねばならない。

3. Access to data

 オープンなアクセスは公共生活に関する様々な参画、イノベーション、学習、改善を促進する。

 オープンスタンダードによるデジタルプラットフォーム、3rdパーティーの開発者への十分に設計・ドキュメント化・サポートされたAPIの提供を想定している。

4. Data security

 データの保護のために最高のソリューションやパートナーとともに活動し、プラットフォームを利用する全てのものに対して同様の高い水準のセキュリティ
を要求。

 セキュリティや匿名化プロトコルについての第三者の監査を歓迎する。

参考 : Privacy ＆ Data Governance関連 – “Responsible Data Use Policy Framework”

（出所） Sidewalk Torontoサイト情報、Public Roundtable資料より日本総研作成
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中国
新型智慧城市

（出所）中国新型智慧城市建设与发展综合影响力评估结果通报
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2016-2017年中国新型智慧城市建设与发展综合影响力评估得分排名

1 直辖市、计划单列市及副省级城市得分排名

2 省会城市（不包括副省级城市)得分排名

3 地市得分排名(前30强)

（出所）中国新型智慧城市建设与发展综合影响力评估结果通报

参考 : 中国のスマートシティの開発ランキング(1/2)
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4 直辖市所属区县得分排名（前20强）

5 计划单列市及副省级城市所属区县得分排名（前20强）

6 试点区县得分排名（前20强）

（出所）中国新型智慧城市建设与发展综合影响力评估结果通报
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河北雄安新区规划纲要
中共河北省委

河北省人民政府
2018年4月

以疏解北京非首都功能为“牛鼻子”推动京津冀协同发展，高起点规划、高标准建设雄安新区。
——习近平总书记在中国共产党第十九次全国代表大会上的报告

目录

前言

第一章 总体要求
第一节 设立背景
第二节 新区概况
第三节 指导思想
第四节 发展定位
第五节 建设目标

第二章 构建科学合理空间布局
第一节 国土空间格局
第二节 城乡空间布局
第三节 起步区空间布局

第三章 塑造新时代城市风貌
第一节 总体城市设计
第二节 城市风貌特色
第三节 历史文化保护

第四章 打造优美自然生态环境
第一节 实施白洋淀生态修复
第二节 加强生态环境建设
第三节 开展环境综合治理

第五章 发展高端高新产业
第一节 承接北京非首都功能疏解
第二节 明确产业发展重点
第三节 打造全球创新高地
第四节 完善产业空间布局

第六章 提供优质共享公共服务
第一节 布局优质公共服务设施
第二节 提升公共服务水平
第三节 建立新型住房保障体系

第七章 构建快捷高效交通网
第一节 完善区域综合交通网络
第二节 构建新区便捷交通体系
第三节 打造绿色智能交通系统

第八章 建设绿色智慧新城
第一节 坚持绿色低碳发展
第二节 构建绿色市政基础设施体系
第三节 合理开发利用地下空间
第四节 同步建设数字城市

第九章 构筑现代化城市安全体系
第一节 构建城市安全和应急防灾体系
第二节 保障新区水安全
第三节 增强城市抗震能力
第四节 保障新区能源供应安全

第十章 保障规划有序有效实施
第一节 完善规划体系
第二节 建立规划实施制度机制
第三节 创新体制机制与政策
第四节 强化区域协同发展

附表：新区规划主要指标

附图
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 雄安新区の概要 ①政策的な位置づけ

 北京市から100km南の地域での新都市建設プロジェクト。習近平総書記の「肝煎り」で、深圳経済特区と上海
浦东新区に続く国家級新区とされる。全体の対象エリアは1770 km2 （うち先行エリアは20～30km2）。

出所：国務院《河北雄安新区规划纲要》よりより日本総研作成

「河北雄安新区計画綱要」

 第一章 全体方針

 第二章 合理的な空間レイアウト

 第三章 新時代の都市の姿

 第四章 自然生態系

 第五章 高品質ハイテク産業

 第六章 良質な公共サービス

 第七章 迅速な効率的な交通網

 第八章 グリーンインテリジェント都市

 第九章 都市安全システム

 第十章 実施体制と推進方法

• 習近平総書記が掲げる「特色ある社会主義」思想に
基づき、新時代を象徴する重大な歴史的・戦略的選択
とされる。

• 北京の首都機能緩和が第一の目的とされ、中国を代表
するスマートシティとする目標が掲げられている。

• 2018年2月、中央政治局常務委員会の要請を受けて京津
冀共同発展チームが「河北雄安新区計画綱要」発表。
本綱要が雄安新区の計画建設の基本方針。

• 計画期間は2035年まで。
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 既存の街並みのない地域での開発のため、制約条件の少ないインフラ敷設が可能。各種データの収集及びマネジメ
ント機能を持ち、関連産業の創出や住民向けサービスの展開を計画している。

 環境負荷が低く生活利便性が高い街とするため、通
信インフラ、セキュリティ機能を備えた街づくりを
進める。データ集積による関連産業の発展を促進す
る。

 交通インフラとともに、通信インフラ、エネルギー
インフラの「三位一体開発」を行い、オーダーメイ
ド型の公共交通を基本とする交通網を構築する。

 システムの安全が確保された企業や個人の「データ
口座」を構築することで、信頼性の高い民生サービ
スや医療サービスの提供を可能にする。

※ただし詳細計画は、京津冀共同発展チーム実際に開発を担うデ
ベロッパーが検討している最中（2018年5月現在）。そのため、
データプラットフォームのあり方やインフラ敷設方針については
未定の要素が多いと思われる。

出所：国務院《河北雄安新区规划纲要》より

先行開発エリアのレイアウト

先行して20～30km2の開発を進める。複数のデベロッパーに
担当地区を割り振り並行して開発を進めるものと推察される
（関連事業者への日本総研による聞き取りをもとに）。

開発方針

 雄安新区の概要 ②都市開発の特徴
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第八章 建设绿色智慧新城
第一节 坚持绿色低碳发展
第二节 构建绿色市政基础设施体系
第三节 合理开发利用地下空间
第四节 同步建设数字城市（デジタル都市建設）

构建全域智能化环境。
推进数字化、智能化城市规划和建设，建立城市智能运行模式，建设智能能源、交通、物流系统等；构建城市智能治理体系，建设全程
在线、高效便捷，精准监测、高效处置，主动发现、智能处置的智能政务、智能环保、数字城管。
建立企业与个人数据账户，探索建立全数字化的个人诚信体系。
健全城市智能民生服务，搭建普惠精准、定制服务的智能教育医疗系统，打造以人为本、全时空服务的智能社区。

全面的なスマート環境を構築する。
都市のデジタル化・スマート化計画の策定と実現によって、スマート運用モデル、つまりスマートエネルギー、交通、物流などの
システムを構築する。また都市行政のスマート化を進め、オンラインでの高効率な行政手続きや環境保護、都市管理を実現する。

企業・個人のデータ口座を構築し、完全にデジタル化された個人信用システムの構築を模索する。
（それにより）信頼性の高い民生サービスや、教育・医療サービスの提供を可能にし、住民本位のスマートコミュニティを構築する。

参考 : データの取り扱いについての言及

 方針レベルであるが、第八章 第四节において都市空間でのデータの取り扱いについての言及が見られる。
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粤港澳大湾区
広東・香港・マカオグレートベイエリア

今後の動向が気になる地域

各都市の GRP 及び人口（2016 年実績）

代表的な世界のベイエリア比較

（出所）SMBC
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1. 第４次産業革命期における街づくりの課題

2. 海外のトレンド ～事例から見える未来の街づくりの方向性

3. 我が国が取り組む方向性について
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IoTプラットフォーム構成イメージ

• スマートシティの事業を実施するにあたっては、地域課題を把握した上で、自治体や市民、企業、大学・研究
機関と緊密に連携を図り、様々な政策を統合した取り組みとなることに留意する必要がある。

• 加えて、住民の生活を豊かにする市民起点のサービス提供を実現する為、街へのセンサーの配置、データ流通
の仕組み、プラットフォーム設計等を全体最適で考え、相互互換性を確保した柔軟な設計する必要がある。

• また、データの取り扱いについてなど、生活全体を捉えたうえで、マルチステークホルダープロセスにより、
街のアーキテクチャー全体をプライバシー＆セキュリティ・バイ・デザインの思想でガイドラインを決めてい
く必要があると思料。

未来社会における全体像

今後、地域や社会課題に最適なデータ連携基盤
（都市プラットフォーム）/OSの設計が重要となる。
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ISO 37120
Sustainable cities and communities

ISO TC 268/SC1
Smart community infrastructures

 これからの未来社会においては、これまでの街づくりのエリアマネジメント（Physical中心）に加え、イノベー
ション・プラットフォーム運営やエコシステム構築の為の機能、データマネジメントなど様々な要件が加わり複
雑となる。

 Physical、Cyber双方のレイヤーの特徴をよくつかみ、街全体としての評価指標の考え方や空間としての価値、
それを鑑みた多様なファイナンススキームを検討していくことが重要ではないか？

×

新たなファイナンススキームの構築
（中長期的な受益者の考え方の整理）
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参考
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 データ利活用型スマートシティにおける検討の全体像

 ICTシステムの技術要素及びサービスの観点から求められるデータ利活用型スマートシティのアーキテクチャ
ーについて検討を実施し、ICTシステムを社会に実装するまでのプロセスに沿って、実装・運用上の主要な留
意点やデータ利活用型スマートシティの効果を最大化するためのエコシステムについて検討しては。

（出所）総務省「ICT街づくり推進会議 スマートシティ検討ワーキンググループ」配布資料

1.アーキテクチャーの設計 2.社会実装に向けたアプローチ

3.エコシステムの構築
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地

方

都

市

大都市圏
100万人以上

政令都市
50～100万

中核市
20～50万

衛星都市
10～20万
交通結節点

・・・

自治体の規模 Public PPP Private

以上 未満 市 区 町 村 合計

100 ～ 11 11
50 ～ 100 16 8 24
30 ～ 50 44 5 49

20 ～ 30 41 7 48

10 ～ 20 153 2 155

5 ～ 10 264 1 4 269
1 ～ 5 258 417 13 688
～ 1 3 324 176 503

790 23 745 189 1747

人口段階
（万人）

団体数

合計

20万人以上 132自治体 （7.6 %）
10万人以上 287自治体 （16.4%）

スマートシティのサービス設計に対する官民の関与

コスト削減 収益事業

高次の都市機能を維持するためには一定の人口規模（例：人口10万人以上の都市から交通１時間圏にある人口30万人程度以上の都市圏、

重要交通結節点の衛星都市 等）が必要であり、開発エリアの特徴に応じたスマートシティ開発の規模感の絞り込みやそれに見
合う投資対効果、官民の役割分担（ルール整備含む）、サービス運営主体、KPI設定が重要ではないか？

市民サービスのQOL

人口段階別の市区町村数

（平成28年1月1日現在）

(出典)住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数をもとに日本総合研究所作成

公
共
デ
ー
タ
活
用
（
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
提
供
）

スマートシティ開発においてKPIをどのように設定するか？
（ICT利活用インパクトの指標をどのように設計するか？）

エリアマネジメント等、サービス運営主体はどうするか？

公

共

サ

ー

ビ

ス

提

供

公

共

イ

ン

フ

ラ

投

資

インバウンド対応

介護・ヘルスケア分野

安心・安全

インバウンド対応

モビリティ対策

モビリティ対策
災害対策

ICT利活用IMPACTは？

ルール整備は？
（データ利用・プライバシー等）

運営主体は？
ステークホルダーは？

（マルチステークホルダープロセス等）

スマートシティ開発の規模感と新たなKPI設定の必要性について
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 街づくり・都市開発におけるファイナンス手法

（出所）総務省「ICT街づくり推進会議 スマートシティ検討ワーキンググループ」配布資料を基に日本総研作成

 街づくり・都市開発における、財源の自主的・安定的な確保の為、近年、PFIを初め、民間の資金や
創意工夫を活かす新たなファイナンス手法が注目を集めている。

(従来手法)
PFI

(Private Finance Initiative)

ソーシャル
インパクト・

ボンド

エリアマネジメント/
BID (Business 

Improvement District)

中心的な運営主体 自治体・公共法人 民間企業
民間団体

（NPO/金融機関）
民間団体

（都市再生推進法人）

財源 公的資金
公的資金

（+関連事業等の収入）
民間資金・公的資金

共同負担金/分担金
（行政が税徴収と同様に徴収）

スキームの概要

・自治体や公共法人が、税金
を財源に、インフラ投資、
サービス提供を実施

・民間の資金とノウハウを活用し、
公共サービスの提供を民間主導
で行うことで、効率的かつ効果
的な公共サービスの提供を図る。

・金融機関が発行する債券を
原資に、サービス提供者が社
会解決型の事業を実施し、事
業収益、事業成果（効率化部
分）を出資者に配当するス
キーム

「受益者負担の原則」に基づき、
法律で定められた特区（BID)の
中で、地権者に課される負担金
を原資に、民間団体が、域内の
不動産価値を高めるために必要
なサービス提供を行う。

メリット/デメリット

・安心・安全な投資・運営を期
待可能

・財政に頼ることで、効率的・
効果的な投資・サービス運営
が行われない可能性あり。

・財政支出削減の可能性あり。
・民間は公共部門のリスクを取る
代わりに、事業/収益機会を獲
得可能

・手続が煩雑となり、事務コスト
が増加
・高度なノウハウが必要な為、対
応可能な民間企業が限定される。

・社会的課題解決の為に、民
間資金の活用が可能。
・民間企業はCSRの観点での
運用が可能

・ソーシャル・ビジネスの事業
成果を数値化する方法が難し
い点が課題

・民間が受益者としての意識に
基づき、まちづくり・地域経営を
積極的に行うことで、高度な維
持管理・開発・プロモーションを
行うことが可能

・体制構築が難しい。
・負担金の徴収方法をいかに構
築するかが課題
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 ソーシャルインパクトボンド（SIB）とは

 SIBは、民間資金で社会的コストを削減する事業を行い、事前に合意した成果が達成された場合に後
から行政が事業費と成果報酬を投資家に支払うモデル。2010年に英国で始まり、現在までに米国、カ
ナダ、豪州や韓国で導入されている。ニューヨーク市等では既に、街づくりにも応用。

 2013年G8サミット議長国の英国・キャメロン首相の呼びかけのもと、「G8インパクト投資タスクフ
ォース」が設立され、各国の政府・金融・ビジネス及び慈善事業分野の専門家が議論する等、国際的
にも注目されている。

SIB運営組織

投資家 投資家 投資家

支援団体
（企業・NPO法人等）

支援対象
（例：高齢者）

支援団体
（企業・NPO法人等）

公的機関
（自治体等）

資金提供 配当

資金提供

認知症予防
サービス提供

コスト削減分の
一部を支払う。

＜期待効果（事前算出）＞
認知症高齢者数低下に伴う。
社会保障費用の削減

【SIBのスキーム例】

行政
コスト

行政
コスト

事業実施
コスト

投資家
へのリターン

行政のコスト
削減分

投資家への支払い
（元本＋リターン）

現状 SIB導入後

 2015年4月 養子縁組推進事業（横須賀市）約1600万節約
 2015年6月 認知症予防及び重症化予防事業（METI、福岡市、

熊本市など）
 2015年7月 若者就労支援事業（尼崎市）

コスト削減
費の設定
＝目標値

【2015度は3件のパイロット事業開始】
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